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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 14 条 によって 準用す る 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本食 品 
機械工業 会 (JFMA) から 団体 規格 （水産 加工 機械の 安全， 衛生 設計に 関する 業界 基準 1997) を 基に 作成し 
'た 工業 標準 原案 を 具して 日本工業規格 を 改正す べきとの 申出が あり， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 
経済 産業 大臣が 改正した 日本工業規格 である。 

これによ つて， JISB 9654:1988 は 改正され， この 規格に 置き換えられる。 

この 規格 は， 著作権法で 保護 対象と なって いる 著作物で ある。 

この 規格の 一部が， 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権， 又は 出願 公開 後の 
実用新案 登録 出願に 抵触す る 可能性が ある こ と に 注意 を 喚起す る。 経済 産業 大臣 及び 日本 工業 標準 調査 会 
は， このような 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権， 又は 出願 公開 後の 実用 新 
案 登録 出願に かかわる 確認に ついて， 責任 を もたない。 



(1) 
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曰 本 工業規格 
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水産 加工 機械の 安全 及び 衛生に 関する 設計 基準 

Design rules for safety and sanitation of marine product machinery 

L 適用 範囲 この 規格 は， 水産 加工 機械 及び その 附属 装置 （以下， 水産 加工 機械と いう。） に 限定した 特 
定の 安全 及び 衛生に 関する 設計の ための 要求 事項に ついて 規定す る。 

なお， JIS B 9650-1, JIS B 9650-2, JIS B 9700-1， JIS B 9700-2 及び J1S B 9960-1 に 基づき， 製品 別 規格 
として 必要な 事項 を 規定す る。 

また， この 規格 は， 動力， 加熱 及び 制御に 何ら かの エネルギー を 使用し， 商用の 食料品 又は その 原料 を 
量産す る 工場な どの 作業場 所で 使用す る 水産 加工 機械 を 対象と する もので あり， 家庭， レストラン などの 
ちゅう （厨） 房で 使用す る 水産 加工 機械に は 適用し ない。 



2。 引用 規格 次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の一 部 を 構成す 
る。 これらの 引用 規格 は， その 最新 版 （追 補 を 含む。） を 適用す る。 
lis B 8415 工業用 燃焼炉の 安全 通則 

JIS B 9650-1 食料品 加工 機械の 安全 及び 衛生に 関する 設計 基準 通則 一 第 1 部 ： 安全 設計 基準 
JISB 9650-2 食料品 加工 機械の 安全 及び 衛生に 関する 設計 基準 通則 一 第 2 部 ： 衛生 設計 基準 
J1SB 9700-1 機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第 1 部： 基本 用語， 方法論 
1/ 用ぜ ISO 12100- 丄： 2003， Safety of macbinerv ― Basic concepts, general Drinciples for design 一 Part 1 • 
Basic terminology, methodology が, こ の 夫 見 格 と —— 致 している。 
JIS B 9700-2 機械 類の 安全性 一 設計の た めの 基本概念， 一般 原則 一 第 2 部： 技術 原則 

1? 用 も ISO 12100-2:2003, Safety of machinery — Basic concepts, general principles for design — Part 2 : 
Technical principles せ, こ の 規格 と 一致 している。 
JISB 9705-1 機械 類の 安全性 一 制御システムの 安全 関連 部 一 第 1 部 ： 設計の ための 一般 原則 

If 用考 ISO 13849-1:1999， Safety of machinery — Saietv-related parts of control svstems — Part 1 : General 
principles for design 力ま， この 規格と 一致して いる。 
JIS B 9960-1 機械 類の 安全性 一 機械の 電気装置 一 第 1 部 一般 要求 事項 

ih 考 IEC 60204-1:1997, Safety oi machinery ― Electrical equipment of machines ― Part 1: General 
requirements 力、 この 規格と 一致して いる。 
JIS C 0920 電気 機械 器具の 外郭に よる 保護 等級 （IP コード） 

備考 IEC 60529:2001， Degrees of protection provided by enclosures (IP Code) が, この 規格と 一致し 
ている。 



3. 定義 この 規格で 用いる 主な 用語の 定義 は， JIS B 9650-1 の 3, 及び JIS B 9650-2 の 3. による ほ 力、， 

次に よる。 



著 作 権 法に より 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 



2 

B 9654 ： 2005 

a) 水産 加工 機械 魚介類 を 身お ろし， 採 肉， 混合， カバ はん （攪抨 )， らいかい （擂 潰)， 成形， ばい （焙） 
焼， 油揚げ， 蒸 煮， 湯煮 及び 冷却して 魚肉 練り製品に 加工 調理す るた めの 一般的な 製造工程に 多く 使 
用す る 機械の 総称。 フロー ズン • カツ 夕， 魚肉 採取 機， スクリュー プレス， サイレント カツ タ， ボー 
ルカ ッタ， ミキ サ， 裏 ごし （漉） 機， 竹輪 成形 機， 板 付 かまぼこ 成形 機， 揚げ かまぼこ 成形 機， 力、 に 
風味 かまぼこ 成形 機， 竹輪ば い 焼 機， かまぼこ 蒸 機， 揚げ かまぼこ 用 フライヤ， カバ こ 風味 かまぼこ 用 
シート 加熱 機 （ステンレス ベルト 式 加熱 機， 履带式 加熱 機， ドラム 式 加熱 機 及び ジュール 式 加熱 機)， 
自動く し （串） 抜き 機， 細 断 機， 切断機 及び 冷却 機が ある。 

b) フロー ズン' カツ 夕 冷凍され た 魚肉す り 身の ブロック 状の 素材 を， 回転して いる ドラム 状の 表面に 
適切な 配置で 取り付けられた 刃物と， 機械的 強制 送 込 装置 又は 適切な 送り 台の こう （勾） 配と 刃物の 
く （喰） い 込みに よって， 短時間に 切削 処理す る 機械。 

C) 魚肉 採取 機 頭部 及び 内臓 を 除去した ドレス 状 魚 体から 骨， 皮， うろこ （鱗） など を 分離し， 魚肉 を 
採取す る 機械。 主として， 次の ものが ある。 

1) ロール 式に よって 骨， 皮， うろこな どと 魚肉と を 分離 採取す る 機械。 

2) スタンプ 式に よって 骨， 皮， うろこな どと 魚肉と を 分離 採取す る 機械。 

d) スクリュー プレス 水 さら （晒） しした 魚肉 を， テーパ 状の スクリューで 圧 送しながら， 外 筒で ある 
パン チン グメ タ ルの小 穴 か ら 連続 的に 脱水す る 機械。 

e) サイレント カツ 夕 魚肉 を， 細 断， 混合 及び かくはんし， 魚肉す り （槽） 身 を 作る ための ナイフと 受 
け 皿 を もつ 機械。 

f) ボール カツ 夕 魚肉 を， 細 断， 混合 及び かくはんし， 魚肉す り 身 を 作る ための ナイフと ボール 形容 器 
を もつ 機械。 

g) ミキ サ 魚肉 その他の 食品 材料 を， かくはん 及び 混合す るた めの アジ テ 一夕 を もつ 機械。 

h) 裏 ごし 機 採取した 魚肉の 中から 更に， 小骨， 筋， うろこな どの 不純物 を 分離 除去す る 機械。 

i) 竹輪 成形 機 竹輪 用す り 身 を 一定量ず つ 押し出して 型 込みし， パイプに 巻き付けて 成形す る 機械。 
j) 板 付 かまぼこ 成形 機 かまぼこ 用す り 身 を 一定量ず つ 押し出して 多色 成形し， 板に 載せる 機械。 

k) 揚げ かまぼこ 成形 機 楊 物 用す り 身 を 一定量ず つ 型 込み 又は 押し出して， 球状， 丸 棒状， 角 棒状， 平 

丸 状， 平角 状な どに 成形す る 機械。 
1) かに 風味 かまぼこ 成形 機 力、 ま ぽこ 用す り 身 を 一定量ず つ 押し出して， シート 状に 成形す る 機械。 
m) 竹輪ば い 焼 機 竹輪 成形 物 をば い 焼す るた めの 機構 を もつ 機械。 
n) かまぼこ 蒸 機 かまぼこ 成形 物 を 蒸 煮す るた めの 機構 を もつ 機械。 

0) 揚げ かまぼこ 用 フライヤ 揚げ かまぼこ 成形 物 を 油揚げす るた めの 機構 及び 油 保持 装置 を もつ 機械。 
P) かに 風味 かまぼこ 用 シート 加熱 機 ノズルに よって， 連続 的に 成形され た 練 肉の シート を 加熱す る 機 
械。 主として， 次の ものが ある。 

1) ステンレス ベルト 式 加熱 機 ステンレス ベル トコ ン ベア 上に シー ト を 成形し， ガス パーナ， 電熱 ヒ 
一夕 又は ト ン ネル 式の 蒸 室内 を 連続 通過 させて 加熱す る 機械。 

2) 履 帯 式 加熱 機 プレート コン ベア 上に シート を 成形し， ガス パーナ， 電熱 ヒータ 又は トンネル 式の 
蒸 室内 を 連続 通過 さ せて 加 熱する 機械。 

3) ドラム 式 加熱 機 ドラムの 外周 表面に シート を 成形し， ドラムの 内部 は 蒸気で， 外部 は 蒸気， ガス 
パーナ， 電熱 ヒータな ど を 用いて， シート 裏表 を 連続 加熱す る 機械。 

4) ジュール 式 加熱 機 ぬれた 布 ベルトの 上に シート を 成形し， 搬送 兼 電極 ローラ を通電 させ， シート 
に 電流 を 流して 連続 加熱す る 機械。 
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q) 自動く し 抜き 機 ばい 焼され た 竹輪 をく しから 自動的に 抜く 機械。 

r) 細 断 機 シート 状に 加熱 成形され た 練 肉 を ロール 式 細 断 刃に 通し， 幅 方向に 一定 ピッチの 切れ目 又は 
筋目 を 入れる 機械。 

S) 切断機 成形され た 製品 及び 包装され た 製品 を 一定の 寸法 又は 任意の 寸法に 切断す る 機械。 
り 冷却 機 竹輪， 力 ほぼ こ 及び 揚げ かまぼこ を 冷却す るた めに 必要な 機構 を もつ 機械。 

4. 機種 別の 安全 及び 衛生 要求 事項 
4.1 フ 口-一 ズン • カツ 夕 

4.1.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 駆動装置 は 内蔵す るか， 又は 外部に 設ける 場合 は， 駆動 部 全体 を 覆う 保護 ガード （JIS B 9700-2 の 5.3 
参照） を 設け， 作業 者に 危険の ない 構造と する。 

b) ホ ツバ， 刃物， 回転 部分， シュート 部な どの 危険 箇所に は インタ ロック 装置 を 備えた ガード （JIS B 
9700-2 の 5.3 参照） を 設ける。 

C) 稼働 中に 刃物の ボル ト の 締付け が 緩んだ り ， 溶接 部に き 裂が 生じ ない 構造と する。 

d) 機械的 強制 送 込 装置の 往復 運動 部に は 保護 ガー ド （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） を 設け， 作業 者の 手指が 
巻き込まれない 構造と する。 

e) 切削 ゾー ン 中の 素材が 作業 中に 挿入 側に 飛び出 さ ない 構造 とする。 

機械 外面に は， ボルト， ピンな どの 突起 物， 及び 鋭 端 部な どが 露出し ない 構造と する。 

g) 給油 部 は， 作業 者の 手指が 駆動 部 及び 伝動 部に 触れずに 給油で きる 構造と する。 

h) 空圧 制御 及び 油圧 制御 は， 圧力 制御機 器 を 備えた 動力 作動 チェック バルブ を 設ける。 

i) 空圧 及び 油圧 装置 を， 有害な 外部 作用から 保護す る。 

j) 電動機 は， 機械の フレーム 内部に 納める 力、， 又は 外部に 露出す る 場合 は， JISB 9960-1 の 15. の 規定 

による。 

k) キャス 夕が 付いていない 非 固定 式の 場合， 水平面から 最も 好ましくない 方向に 10 度 傾けても， 機械が 

水平に 戻る 構造と する。 
1) キャス タ 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 

m) 機械が 10 又は 1) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 

る。 

4.1.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 食品 接触 部の 二つの 面が 交差して できる 面の 角度 は， 90 度 かそれ 以上と し， その 内径 は 3mm 以上の 
丸み を 付けて 滑らかに する。 また， 三つの 面の 交差に よってで きる 隅の 少なく とも 二つの 面の 内径 は， 
6 mm 以上の 丸み を 付けて 滑らかに する。 

b) 食品 接触 部に おいて， 人手に よって 洗浄す る 部分 は， 作業 者の 手が 届く 範囲に 設置す る。 
C) 洗净 水の 水切り をよ く する ため， フレーム など は 水が 溜まらない 構造と する。 

d) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150mm 以上の すき 間 を 設ける。 
4.2 魚肉 採取 機 

4.2.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) ホ ツバの 供給 口に は， 固定 ガード UlSB 9700-2 の 5.3 参照） を 設け， 作業 者の 手指が 網 ロール 及びべ 
ルトに 到達し ない 構造と する。 

b) 伝動 部 及び 駆動 部に は， 保護 ガード （JiS B 9700-2 の 5.3 参照） を 設け， 作業 者の 手指が 巻き込まれな 
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い 構造と する。 

C) 慣性 運動が 大きい 駆動装置 は， リスクの 大きさに 応じて トルク リミッタ を 設ける 力、， 保護 ガード （J1S 
B 9700-2 の 5.3 参照） を 設ける。 

d) 機械に は， 点検， 調整 及び 清掃 を 容易に する ため， 必要 箇所に 点検 窓 を 設ける。 

e) スタンプ 式の 場合 は， 連続 瞬 発 力に よる 機械 本体な どの 保護の ため， 緩衝す る 安全弁の 役目 を もつ 部 
品 を 組み入れた 構造と する。 

機械へ の 給油が 運転 中に も 安全に 行える ように， オート グ リス 夕な ど を 備えた 構造と する。 

g) 電動機 は， 機械の フレーム 内部に 納める 力、， 又は 外部に 露出す る 場合 は， JIS B 9960-1 の 15. の 規定 
による。 

h) キャス 夕が 付いていない 非 固定 式の 場合， 水平面から 最も 好ましくない 方向に 10 度 傾けても， 機械が 
水平に 戻る 構造と する。 

i) キャス タ 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。' 

j) 機械が h) 又は i) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 

る。 

4.2.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 食品 接触 部に 使用す る ボルト， 小ね じ， ヮ ッシャ など は， ステンレス鋼 を 用い， 凹 部が ある もの は 使 
用し ない。 

b) 食品 接触 部の 二つの 面が 交差して できる 面の 角度 は， 90 度 かそれ 以上と し， その 内径 は 3 mm 以上の 
丸み を 付けて 滑らかに する。 また， 三つの 面の 交差に よってで きる 隅の 少なく とも 二つの 面の 内径 は， 
6 mm 以上の 丸み を 付けて 滑らかに する。 

C) 食品 接触 部の 部品 は， 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と する。 

d) ロール 式の 網 ロール 及び ナイ フ 並びに スタンプ 式の 円盤 及び ナイフ は， 特殊鋼 及び ステンレス鋼で 作 
成し， 焼入れ 処理した もの を 用いる。 ただし， 鎊鉄 などの 材質に よって は， 焼入れ は 行わなくて もよ 

い。 

e) 非 食品 接触 部の 部品で， 清掃 及び 点検が 必要な 箇所 は， 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と する。 
床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150mm 以上の すき 間 を 設ける。 

4.3 スクリユー プレス 

4.3.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) ス クリュ 一 駆動力 ッ プ リ ン グに は， インタ ロック 装置 を 備えた 保護 ガー ド （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） 

を 設け， 作業 者の 手指が 危険 箇所に 到達し ない 構造と する。 

b) 魚肉 投入 口 及び 排出 口に は 保護 ガード （JISB 9700-2 の 5.3 参照） を 設け， 作業 者の 手指が 危険 箇所に 

到達し ない 構造と する。 
C) 使用して いる 変 減速 機 は， 防水 カバー を 備える。 

d) スクリュー プレスの 架台 は， 平滑で 十分な 強度と， 耐食 防せ い （鯖） を もつ 材料 を 用いる。 

e) 水が かかる おそれの ある 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び JIS C 0920 

に 従い 適切な 保護 等級と する。 

f) 電気 制御 操作盤 は， 作業 者が 全体の 安全 を 確認で きる 場所に 設置す る。 

g) 電動機 は， 機械の フレーム 内部に 納める 力、， 又は 外部に 露出す る 場合 は， J1S B 9960-1 の 15. の 規定 

による。 

h) キャス タが 付いていない 非 固定 式の 場合， 水平面から 最も 好ま し く ない 方向に 10 度 傾けても， 機械が 
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水平に 戻る 構造と する。 
1) キャス 夕 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 

j) 機械が h) 又は i) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 

る。 

4.3.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 食品 接触 部の 二つの 面が 交差して できる 面の 角度 は， 90 度 かそれ 以上と し， その 内径 は 3mm 以上の 
丸み を 付けて 滑らかに する。 また， 三つの 面の 交差に よってで きる 隅の 少なく とも 二つの 面の 内径 は， 
6 mm 以上の 丸み を 付けて 滑らかに する。 

b) パンチ ング メタル 取 付 部 及び 軸 シール 部に は， 残し （滓） 力 M 寸着 しない 構造と する。 

C) 内部 スクリュー は， 容易に 露出す る 構造で， 洗浄し やすく， 力、 つ， 作業 者に 安全な 開閉機 構 を もつ。 
d) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150mtn 以上の すき 間 を 設ける。 
4.4 サイレント カツ 夕 

4.4.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 回転 ナイフ 及び かくはん 羽根に は， イン 夕 ロック 装置 を 備えた 保護 ガード （J1S B 9700-2 の 5.3 参照） 

を 設け， 作業 者の 手指が 危険 箇所に 到達し ない 構造と する。 

b) 回転軸， ナイフ， かくはん 装置な ど は， 安全な 状態で 容易に， 点検， 調整， 補修， 洗净 及び 清掃が で 
きる 構造と する。 

C) 保全 及び 修理の 場合に は， ナイフ， アジ テータ など は， 安全， かつ， 容易に 取り外して 清掃が できる 
構造と する。 

d) ナイフ カバーの 開閉 は， 開閉 スィッチ を 押し 続けて いる 間 だけ 動作す る ホールド • トウ • ラン 制御 装 
置に よって 操作す る 構造と する （JIS B 9700-1 の 3.26.3， 及び JIS B 9700-2 の 4.11.8 参照）。 

e) 電気系統の ェン クロージャに は， 油圧， 空圧な どの 機器 を 収納し ない。 

f) 水が かかる おそれの ある 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び J1SC()92() 

に 従い 適切な 保護 等級と する。 

g) 電動機 は， 機械の フレーム 内部に 納める 力、， 又は 外部に 露出す る 場合 は， JIS B 9960-1 の 15. の 規定 

による。 

h) キャス 夕が 付いていない 非 固定 式の 場合， 水平面から 最も 好ま し く ない 方向に 10 度 傾けても， 機械が 
水平に 戻る 構造と する。 

i) キャス タ 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 

j) 機械が h) 又は i) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 

る。 

4.4.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 食品 接触 部の 二つの 面が 交差して できる 面の 角度 は， 90 度 かそれ 以上と し， その 内径 は 3mm 以上の 
丸み を 付けて 滑らかに する。 また， 三つの 面の 交差に よってで きる 隅の 少なく とも 二つの 面の 内径 は， 
6 mm 以上の 丸み を 付けて 滑らかに する。 

b) 受け皿 内の ナイフ， アジ テ 一夕な ど は， 容易に 分解 洗浄が できる 構造と する。 

C) 電動機， 伝動 部， 軸受 部な ど は 非 食品 接触 部に 設置し， 食品が 直接接触し ないように 十分な 距離 を 取 
り， 清掃が できる 構造と する。 

d) 軸受部 は， 油が 漏れて 受け皿 内に 滴下し ない 構造と する。 

e) 洗浄 水な どが 飛散す る よ う な 場所に 設置す る 場合， 通気 口から 水滴の 進入 を 防止で きる 構造と する。 
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床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150mm 以上の すき 間 を 設ける。 
4.5 ボール カツ タ 

4.5.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) ボール カバ一 及び 上下 シャツ 夕 は， ナイ フ 及び バッ フルが 完全に 停止 しないと， 開かない 構造と する。 

b) 一度 停止した 動力 は， ボール カバー 及び 上下 シャツ タを 閉じて， しかも 再び 起動 操作 をし なければ 作 
動し ない 構造と する。 

C) 上下 シャツ 夕の 開閉， 球の 開閉 • 昇降 及び 下 シャツ 夕 開 時の バッ フル 回転 は， ホール ド • トウ • ラン 
制御装置に よ つ て 操作す る 構造 とする （J1S B 9700-1 の 3.26.3， 及び JIS B 9700-2 の 4.11.8 参照） 。 

d) 容器が 定位置に ない 場合， インタ ロック 装置に よって， ナイフ 及び バッ フル は 自動で 回転し ない 構造 
とする。 

e) 電気 制御 操作盤の 取 付 位置 は， ボールが 開いて いると きで も 作業 者が 十分に 見える ところと する。 ま 
た， 非常 停止 スィッチ 以外 は 操作 用 装置 を 二重に 設けて はならない。 

下 シャツ 夕 部 は， 電気 制御 操作盤に 触れた 状態で， 手 を 伸ばしても 届かない 構造と する。 

g) 水が かかる おそれの ある 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び JISC 0920 

に 従い 適切な 保 3£ 等級と する。 

h) 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， ロックで きる 構造と する。 

i) 電動機 は， 機械の フレーム 内部に 納める 力、， 又は 外部に 露出す る 場合 は， JIS B 9960-1 の 15. の 規定 

による。 

j) キャス 夕が 付いていない 非 固定 式の 場合， 水平面から 最も 好ましくない 方向に 10 度 傾けても， 機械が 

水平に 戻る 構造と する。 
k) キャス 夕 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 

I) 機械が j) 又は k) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 

る。 

4.5.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 食品 接触 部の 二つの 面が 交差して できる 面の 角度 は， 90 度 かそれ 以上と し， その 内径 は 3 mm 以上の 
丸み を 付けて 滑らかに する。 また， 三つの 面の 交差に よってで きる 隅の 少なく とも 二つの 面の 内径 は， 
6 mm 以上の 丸み を 付けて 滑らかに する。 

b) ナイ フ軸 及び バッ フル 軸の 軸受部 は， 油が 漏れて ボール 内に 入らない 構造と する。 

C) ナイフ 及び ナイフの 組立 部品 は 分解 後， 食品が 滞留す るよう なすき 間が なく， 組み立てられる 構造と 
する。 

d) ナイフ， シャフト など は， 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と する。 

e) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150mm 以上の すき 間 を 設ける。 
4.6 ミキ サ 

4.6.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 駆動装置 は 内蔵す る 力 \ 又は 外部に 設ける 場合 は， 駆動 部 全体 を 覆う 保護 ガード （JISB 9700-2 の 5.3 

参照） を 設け， 作業 者に 危険の ない 構造と する。 

b) 保護 ガード は， 必要な 場合に は 大きく 開閉で きる 構造と し， 稼働 中に 開口部が 開いた ときには， イン 
タロック システムが 作動し， リスク アセスメント 及び 妥当性 確認 （JIS B 9705-1 の 8. 参照） に 基づく 
適切 な 時間 内 に 停止す る 構造と する。 

C) 頭上に ある カバー 又は ドアが 偶発的に 閉じる おそれの ある ものに は， 開放 状態 を 保った めの カウン 夕 
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一 • バランス 装置 を 備える 力 \ 又は 作業 者の 手に よって 閉じない 限り， 開いた 状態が 保持され る 構造 
とする。 

d) かく はん 槽の カバー を 解放した 状態で アジ テ 一夕 を 回す 場合に は， 切替 スィ ツチ を 手動に 切替えて， 2 
個の スィ ツチ を 同時に 両手で 押し， 寸動 運転が できる 両手 操作 制御装置 （J1SB 9700-1 の 3.26.4 参照） 

^ を 用いる。 この場合， 片手で 2 個の スィッチ を 同時に 押せない よう， 2 個の スィッチ は 別々 に 離して 
設置す る。 

e) 力べ はん 槽が 定位置に ない 場合， インタ ロック 装置に よって， アジ テータ は 自動で 回転し ない 構造と 

する。 

f) アジ テ 一夕に は ブレーキ モー 夕 を 使用し， 非常 停止 装置が 作動した 際に は， リスク アセスメント 及び 
妥当性 確認 （JISB9705-1 の 8. 参照） に 基づく 適切な 時間 内に 停止す る 構造と する。 不可能な 場合 は， 
遅延 装置に よって アジ テータ の 動き が 止 まる ま で 保護 ガー ドが 開かな レ 3 構造 とする。 

g) アジ テ 一夕， アジ テータ シャフト など は， 安全， かつ， 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と する。 

h) 電気 制御 操作盤の 取 付 位置 は， か く はん 槽が 開いて いる ときで も， 作業 者が 十分に 見え ると ころと す 
る。 また， 非常 停止 スィッチ 以外 は 操作 用 装置 を 二重に 設けて はならない。 

i) 機械に は， それぞれ 単独の 電動機 及び 電気 制御 操作盤 を 設ける。 また， 電気 制御 操作盤の ェン クロー 
ジャは ロックで きる 構造と する。 

j) 水が かかる おそれの ある 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び JISC 0920 

に 従い 適切な 保護 等級と する。 
k) 原料 投入 扉 を 備えた ミキ ザの 場合， 扉 を 全開した ときの 面積 は， 0.14 m 2 以上 占めない ようにす る。 扉 

に は， 作業 者 を 危害 か ら 守る ため に 平行棒 又は 格子 を 設け る 。 
1) 電動機 は， 機械の フレーム 内部に 納める か， 又は 外部に 露出す る 場合 は， JIS B 9960-1 の 15. の 規定 

による。 

m) 最大 積載 容量 を 表示す る。 

n) キャス 夕が 付いていない 非 固定 式の 場合， 水平面から 最も 好ま し ぐない 方向に 10 度 傾けても， 機械が 

水平に 戻る 構造と する。 
0) キャス タ 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 

P) 機械が II) 又は 0) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 

る。 

4.6.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 食品 接触 部の 二つの 面が 交差して できる 面の 角度 は， 90 度 かそれ 以上と し， その 内径 は 3mm 以上の 
丸み を 付けて 滑らかに する。 また， 三つの 面の 交差に よってで きる 隅の 少なく とも 二つの 面の 内径 は， 
6 mm 以上の 丸み を 付 けて 滑 ら かにす る。 

b) 電動機， 伝動 部， 軸受 部な ど は 非 食品 接触 部に 設置し， 食品が 直接接触し ないように 十分な 距離 を 取 
り， 清掃が できる 構造と する。 

C) アジ テー タシャ フ 卜の 軸受 部は槽 外に 設け， 油が 漏れても 食品 接触 部に 滴下し ない 構造と する。 

d) 食品 接触 部の かくはん 槽 内の アジ テータ と アジ テータ シャフト は， 容易に 分解 洗净 がで きる 構造と す 
る。 

e) 機械の かく はん 槽と スタンド フレームとの すき 間 は， 100mm 以上と する。 

f) 力べ はん 槽に 取り付ける センサな どの 装置 は， 汚れが 滞留し ない 構造と し， 取 付 部 は シールす るか 又 
は 容易 に 取 り 外 して 清掃が で きる 構造と する。 
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g) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150mm 以上の すき 間 を 設ける。 
4.7 裏 ごし 機 

4.7.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 自動で 原料 を 投入す る 裏 ごし 機 は， 回転 部の 原料 押 込み スクリ ュ 一又は プロペラ などの 原料 投人 装置 
に， 保護 ガ一ド （JISB 9700-2 の 5.3 参照） を 設け， 作業 者の 手指が 危険 箇所へ 到達し ない 構造と する。 

b) 手で 原料 を投 人す る 裏 ごし 機の ホ ツバに は， 保護 ガード （J1SB9700-2 の 5J 参照） を 設け， 投 人口 か 
ら作 業者の 手指が 回転す る ブレー ドス クリ ユーに 到達し ない 構造と する。 

C) 原料 投入 口の 保護 ガー ド は， 給 送 ト レイ が 外されて いる 場合で も 取 り 付けた ま ま の 状態 と なる 構造 と 
する。 

d) 水が かかる おそれの ある 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び JISC 0920 

に 従い 適切な 保護 等級と する。 

e) 電動機 は， 機械の フレーム 内部に 納める 力、， 又は 外部に 露出す る 場合 は， JIS B 9960-1 の 15. の 規定 

による。 

f) キャス 夕が 付いていない 非 固定 式の 場合， 水平面から 最も 好ましぐ ない 方向に 10 度 傾けても， 機械が 
水平に 戻る 構造と する。 

g) キャス タ 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 

h) 機械が f) 又は g) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 

る。 

4.7.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 食品 接触 部の 二つの 面が 交差して できる 面の 角度 は， 90 度 かそれ 以上と し， その 内径 は 3mm 以上の 
丸み を 付けて 滑らかに する。 また， 三つの 面の 交差に よってで きる 隅の 少なく とも 二つの 面の 内径 は， 
6 mm 以上の 丸み を 付けて 滑らかに する。 

b) 駆動装置 周辺の 保護 ガード は， 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と する。 

C) 電動機， 伝動 部， 軸受 部な ど は， 非 食品 接触 部に 設置し， 食品が 直接接触し ないように - ト 分な 距離 を 
取り， 清掃が できる 構造と する。 

d) ブ レー ドス ク リ ユー 及び 力 ッ プジ ョ イン トは， 食品が 滞留 しないよう 排出で き る 構造 とする。 

e) 原料 投入 ホ ツバと 伝動 部 は 原料の 落下 を 防ぎ， 清掃 又は 洗净が 容易に できる ように， 一体 化した 構造 

とする。 

床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150mml^ 上の すき 間 を 設ける。 
4.8 竹輪 成形 機 

4.8.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 駆動 チヱ ーン， く し 送り チヱ一 ン， 伝動 歯車 装置な どに は 保護 ガード （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） を設 

け， 作業 者の 手指が 危険 箇所に 到達し ない 構造と する。 

b) 成形 機に は 施錠 式 操作 スィッチ を 設け， 機械の 点検 及び 清掃 中に 他の 作業 者に よって 作動で きない 構 
造と する。 

C) 成形 機 は， ばい 焼 機， くし 抜き 機な どと 連動す るた め， 危険 防止の ために 非常 停止 装置 を 複数 設けた 
構造と する。 

d) ホ ツバに は 保護 ガード を 設け， 作業 者の 手指が ローラに 巻き込まれない 構造と する。 

e) 水が かかる おそれの ある 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び JISC0920 

に 従い 適切な 保護 等級と する。 
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f) 電動機 は， 機械の フレーム 内部に 納める 力、， 又は 外部に 露出す る 場合 は， J1S B 9960-1 の 15. の 規定 

による。 

4.8.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 食品 接触 部の 二つの 面が 交差して できる 面の 角度 は， 90 度 かそれ 以上と し， その 内径 は 3mm 以上の 
丸み を 付けて 滑らかに する。 また， 三つの 面の 交差に よってで きる 隅の 少な く と も 二つの 面の 内径 は， 
6mm 以上の 丸み を 付けて 滑らかに する。 

b) ホ ツバ， 原材料 送 込み ローラ， 型枠 ドラム， 押 型な ど は， 容易に 分解 洗净が 可能な 構造と する。 

C) 電動機， 伝動 部， 軸受 部な ど は 非 食品 接触 部に 設置し， 食品が 直接接触 しないよう に 十分な 距離 を 取 

り， 清掃が できる 構造と する。 
d) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150mm 以上の すき 間 を 設ける。 
4.9 板 付 かまぼこ 成形 機 

4.9.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 手で 原材料 を 投入す るホ ッ パの 場合に は， ホ ッ パ 上部に 保護 ガー ド （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） を 設け， 
作業 者の 手指が， ホッパ 内の かき 落と し 金具 及び プロペラ などに 到達し ない 構造と する。 

b) 空 板 送り 装置に おいて， 板 送り ロール， 空 板 押出し スライド 部な どに は， 保護 ガード （J1S B 9700-2 
、 の 5.3 参照） を 設ける。 

C) 水が かかる おそれの ある 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び JiSC 0920 

に 従い 適切な 保護 等級と する。 
d) 電動機 は， 機械の フレーム 内部に 納める か， 又は 外部に 露出す る 場合 は， J1S B 9960-1 の 15. の 規定 

による。 

4,9.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 食品 接触 部の 二つの 面が 交差して できる 面の 角度 は， 90 度 かそれ 以上と し， その 内径 は 3mm 以上の 
丸み を 付けて 滑らかに する。 また， 三つの 面の 交差に よってで きる 隅の 少なく とも 二つの 面の 内径 は， 
6mm 以上の 丸み を 付けて 滑らかに する。 

b) 電動機， 伝動 部， 軸受 部な ど は 非 食品 接触 部に 設置し， 食品が 直接接触し ないように 十分な 距離 を 取 
り， 清掃が できる 構造と する。 

C) ポンプ， 口金 本体， ホッノ く， スクリュー など は， 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と する。 
d) 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から i50nim 以上の すき 間 を 設ける。 
4.10 揚げ かまぼこ 成形 機 

4.10.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 駆動装置 は 内蔵す るか， 又は 外部に 設ける 場合 は， 駆動 部 全体 を 覆う 保護 ガード B 9700-2 の 5.3 
參照） を 設け， 作業 者に 危険の ない 構造と する。 

b) 手で 原材料 を 投入す るホ ッ パの 場合に は， ホ ッ パ 上部に 保護 ガー ド （JiS B 9700-2 の 5.3 參照） を 設け， 
作攀 者の 手指が ホ ツバ 内の ローラ に 巻き込まれない 構造 とする。 

C) 水が かかる おそれの ある 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び J1S C 0920 

に徵ぉ 纏 切な 保護 等級と する。 
d) 電動機 は， 機械の フレーム 内部に 納める 力、， 又は 外部に 露出す る 場合 は， JIS B 9960-1 の 15. の 規定 

による。 

4.10.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 食品 接触 部の 二つの 面が 交差して できる 面の 角度 は， 90 度 かそれ 以上と し， その 内径 は 3mm 以上の 
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丸み を 付けて 滑らかに する。 また， 三つの 面の 交差に よってで きる 隅の 少なく とも 二つの 面の 内径 は， 

6 mm 以 上 の 丸み を 付けて 滑 ら かにす る。 
b) 電動機， 伝動 部， 軸受 部な ど は， 非 食品 接触 部に 設置し， 食品が 直接接触し ないように 十分な 距離 を 

取り， 清掃が できる 構造と する。 
C) ポンプ， 口金 本体， ホ ツバ， スクリュー など は， 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と する。 
d) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150mm 以上の すき 間 を 設ける。 
4.11 力、 に 風味 かまぼこ 成形 機 
4.11.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 駆動装置 は 内蔵す るか， 又は 外部に 設ける 場合 は， 駆動 部 全体 を 覆う 保護 ガード （JIS B 9700-2 の 5。3 
参照） を 設け， 作業 者に 危険の ない 構造と する。 

b) 手で 原材料 を 投入す る ホ ッ パの 場合に は， ホ ッ パ 上部に 保護 ガー ド （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） を 設け， 

作業 者の 手指が ホッパ 内の かき 落と し 金具 及び プロペラに 到達し ない 構造と する。 
C) 歯車 ポンプ， 口金 本体， ホッパ ，スクリュー など は， 安全 かつ 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と 

する。 

d) 水が かかる おそれの ある 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び JIS C 0920 

に 従い 適切な 保護 等級と する。 

e) 電動機 は， 機械の フレーム 内部に 納める か， 又は 外部に 露出す る 場合 は， JIS B 9960- 1 の 15. の 規定 

による。 

4.11.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 食品 接触 部の 二つの 面が 交差して できる 面の 角度 は， 90 度 かそれ 以上と し， その 内径 は 3nim 以上の 
丸み を 付けて 滑らかに する。 また， 三つの 面の 交差に よってで きる 隅の 少なく とも 二つの 面の 内径 は， 
6 mm 以上の 丸み を 付 け て 滑らかに する。 

b) 電動機， 伝動 部， 軸受 部な ど は 非 食品 接触 部に 設置し， 食品が 直接接触し ないように - 卜 分な 距離 を 取 
り， 清掃が できる 構造と する。 

C) ポンプ， 口金 本体， ホッノ く， スクリュー など は， 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と する。 
d) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から ISOmm 以上の すき 間 を 設ける。 
4.12 竹輪ば い 焼 機 

4.12.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 電動機， 駆動 部， 軸受 部な ど は 高温 部外に 設置し， 作業 者が 接近で き る 高温 部 及び 運動 部 は, 保護 ガ 
ード （J1S B 9700-2 の 5,3 参照） を 設け， 作業 者に 危険の ない 構造と する。 

b) 機械 を 不用意に 作動 させない ように， 起動 スィッチに は カバー を 設ける。 

C) 水が かかる おそれの ある 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び JISC 0920 

に 従い 適切な 保護 等級と する。 

d) 電動機 は， 機械の フレーム 内部に 納める 力、， 又は 外部に 露出す る 場合 は， JIS B 9960-1 の 15. の 規定 

による。 

e) 可動 式の 保護 ガードに は， 電気系統 又は 機械的な 制御機 構と 連動す る インタ ロック 装置 を 設ける （JIS 
B 9700-2 の 5.3 参照）。 

f) 機械 は 床 又は 架台に 強固に 固定し， 位置が ずれたり 振動が 生じない ようにす る。 

g) ガス 燃焼 方式の 場合に は， 次に よる。 
1) すべての 配管 は， 気密 試験 を 行う。 
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2) 配管の 接続 部 は， はんだ 付け をして はならない。 燃料 を 供給す る 配管 接続 部に は， ねじ 継 手 か， フ 
ラン ジ継手 又は 溶接 を 用いる。 

3) ばい 焼 機の 上部に は， 断熱材 を 十分に 施し， ばい 焼 機上 部の 空間 は 通気 をよ ぐして， 建物の 天井が 
耐熱性で あっても， 70 。C 以上に ならない 構造と する。 

4) ばい 焼 機に は， 手動 操作 式の 主 燃料 遮断 弁 を 備え， システム 中の 全 バルブの 手前に 設ける。 

5) ガス 供給 圧が， ばい 焼 機での 設定 圧より 高めに 設定して ある 場合に は， 次の ガス 圧 調整 器 を 設ける。 

5.1) ガス 圧 調整 器が 用いられ ている 場合， マ 二 ホールドに 送る ガス 圧 は， 最大から 最小に 至る 消費 作 
動 圧の 10 o/o 以内と する。 

5.2) ガス 圧 調整 器 は， ばね 式， おも り 式 又は 圧力 均衡 式の ものと する。 ばね 式 又はお も り 式の もの は， 
適切な ハウジング 内にば ね 又はお もり を 入れる。 おもり一 てこ 式の 調整 器 は， どのような 場合に 
も 用いて はならない。 

5.3) ガス 圧 調整 器の 場合， 大気に 接続して 良好な 作用 を 行わせる ため， 外気に 通気させる 構造と する。 

6) 空気 供給 部に ほこりが たま り， 混合器 及び パーナの 適正な 作動に 支障 を 与える おそれが ある 場合， 
空気 供給 部の 入口に 適正な 空気 圧 フィルタ を 取り付ける。 また， 予備の フィルタ を 準備し， 洗净時 
に フィルタ を 交換で きる 構造と する。 

7) ガス 燃焼 装置 は， JISB8415 の 規定に よる。 

8) ガス 燃焼 方式の 場合 は， 感震 装置 及び ガス 漏れ 検知器 を 設ける。 

9) ガ ス 配管 系統 に 緊急 遮断 弁 を 設け， ガ ス圧 異常 を 検出して， 緊急 遮断 弁 を 作動 させる 機能 を 備える。 
h) 電気 加熱 装置 は， 次に よる。 

1) 炉 内で 露出して いる 加熱 材に は， 防護 具 を 取り付け， 完成品， 作業 者， 電気器具 などが 偶発的に 接 
触し ないように 保護す る。 

2) 遮断 スィッチ 又は 遮断器 はすぐ 手の 届く 位置に 取り付ける。 主 スィッチ 又は 遮断器の 入った ェンク 
ロージャ は， ロック 装置 を 設けて， 炉 内の 作業が 行われて いる 場合に は， ェン クロージャで ロック 
できる 構造と する。 

3) 異常高温 検出 機能 及び 漏電 保護 機能 を 備える。 
4.12.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 食品 接触 部の 二つの 面が 交差して できる 面の 角度 は， 90 度 かそれ 以上と し， その 内径 は 3mm 以上の 
丸み を 付けて 滑らかに する。 また， 三つの 面の 交差に よってで きる 隅の 少なく とも 二つの 面の 内径 は， 
6mm 以上の 丸み を 付けて 滑らかに する。 

b) 燃焼 部 及び 燃焼 操作 部と これに 関連す る 部分 は， 容易に 清掃で きる 構造と する。 

C) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150mni 以上の すき 間 を 設ける。 

d) 電動機， 伝動 部， 軸受 部な ど は 非 食品 接触 部に 設置し， 食品が 直接接触し ないように 十分な 距離 を 取 

り， 清掃が できる 構造と する。 
4,13 かまぼこ 蒸 機 

4.13.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 駆動装置 は 内蔵す る 力、 又は 外部に 設ける 場合 は， 駆動 部 全体 を 覆う 保護 ガード （J1S B 9700-2 の 5.3 
参照） を 設け， 作業 者に 危険の ない 構造と する。 

b) 可動 式の 保護 ガー ド （J1S B 9700-2 の 5.3 参照） に は， 電気系統 又は 機械的な 制御機 構 と 連動す る イン 

タロック 装置 を 設ける。 

C) 機械の コン ベアの 搬入 部 及び 搬出 部に は， 固定 式の 保護 ガード （JIS B 9700-2 の 5.3 参照） を 設ける。 
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d) 過 加熱 （加熱 温度が 過大） を 防止す るた め， 加熱 部内に 入る 蒸気圧 力の 量の 最大値と， 蒸 機内の 許容 
最大 温度 を 制御す る 装置 を 設ける。 

e) 蒸気 及び 水の 元 弁 は， 作業 者が 安全， かつ， 容易に 操作で きる 位置に 設ける。 

f) 機械の 配管の 接続 部 は， ねじ 継 手， フラン ジ継手 又は 溶接 を 用いる。 

g) 主 遮断 弁 は， 自動 作動の バルブと は 別個に 操作で きる ように 設置し， 緊急 時には 蒸気 を 遮断で きる 構 
造と する。 

h) 水が かかる おそれの ある 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び J1SC 0920 

に 従い 適切な 保護 等級と する。 
1) 電動機 は， 機械の フレーム 内部に 納める 力、， 又は 外部に 露出す る 場合 は， JIS B 9960-1 の 15. の 規定 

による。 

4.13.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 食品 接触 部の 二つの 面が 交差して できる 面の 角度 は， 90 度 かそれ 以上と し， その 内径 は 3mm 以上の 
丸み を 付けて 滑らかに する。 また， 三つの 面の 交差に よってで きる 隅の 少なく とも 二つの 面の 内径 は， 
6mm 以上の 丸み を 付けて 滑らかに する。 

b) 食品 接触 部に おける バー チヱ ーン， ネット コン ベア， コン ベア ベルト， シュート などの 搬送 機能 部品 
は， 容易に 洗净 がで きる 構造と する。 

C) 蒸槽 内部 は 食品の くずが 落 F して， たい 積 又は 付着す るの を 防ぐ 構造と する。 

d) 蒸槽 内部 は 容易に 排水で きる 構造と する。 

e) 加熱 中に 使用す る蒸槽 内への 吹 込み 用 蒸気に は， 飲用に 適した 水 を 使用す るよう に， 取扱説明書に 明 
記す る。 

蒸槽の 断熱材 は 金属で 覆い， 金属の 継目 はすべ て シールす る。 ただし， 通気 口 は 開いて いても よい。 
また， 配管 部の 断熱材 は 金属 以外で もよ い。 

g) 水 及び 蒸気 供給 用 配管に 用いられ ている パイプ， バルブ 及び 継 手な どの 附属 品 は， 衛生的で， 分解が 
できる ものと する。 また， 点検の ため 容易に 接近で きる 構造と する。 

h) 蒸槽 内部が 容易に 洗浄で きる ように， 蒸槽 側面に 数 箇所の 扉 を 設け， 力、 つ， 簡単な 操作で 開閉で きる 
構造と する。 

i) 清掃 又は 排水 時に 蒸槽 内に 残留 水がない よう に， 底 部 を 傾斜 構造 又は 開閉 構造と する。 

j) ダクト は， 水が た （溜） まる ことがあ るので， 水 抜きが 完全に できる ように 据え付け， 水が 製品の 通 

る 部分へ 漏れたり， 滴下し ない 構造と する。 
k) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150mni 以上の すき 間 を 設ける。 
1) 電動機， 伝動 部， 軸受 部な ど は 非 食品 接触 部に 設置し， 食品が 直接接触し ないように 十分な 距離 を 取 

り， 清掃が できる 構造と する。 
4.14 揚げ かまぼこ 用 フライヤ 
4.14.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 揚げ油の 温度が， 設定した 許容 限界 値 を 超えて 上昇した 場合， 自動的に 熱源 を 遮断し， 警報 を 発する 

装置 を 設置す る。 

b) 電動機， 駆動 部， 軸受 部な ど は 高温 部外に 設置し， 作業 者が 接近で きる 高温 部 及び 運動 部 は， 保護 ガ 
ード （JISB 9700-2 の 5.3 参照） を 設け， 作業 者に 危険の ない 構造と する。 

C) 油槽 は， 絞り 加工 又は 溶接 加工い ずれの 場合で も， 熱 又は 油に よる 材質の 変化 及び 形状の 変化が 生じ 
ない 構造と する。 
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d) 上部 フード を 設置す る 場合 は， 作業 を 妨げない 高さと する。 

e) フー ド用 ダク ト に は 温度 ヒ ユー ズ付 き ダンバ を 設け る 。 

f) 油槽に カバー を 設置し ない 場合， 油槽の 上部 は 床 又は 作業 台より 1 000mm 以上と する。 

g) 火花が 油に 飛び散らない 構造と する。 

h) 水が かかる おそれの ある 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JiS B 9960-1 の 12,3， 及び JISC 0920 

に 従い 適切な 保護 等級と する。 

i) 設置 場所の 状況に 応じて， 常に 水平に 近い 安定した 状態 を 保持し， 高温 を 伴う 油が あふれ 出ない 構造 
とする。 

j) ガス 燃焼 方式の 場合に は， 次に よる。 

1) すべての 配管 は， 気密 試験 を 行う。 

2) 配管の 接続 部 は， はんだ 付け をして はならない。 燃料 を 供給す る 配管 接続 部に は， ねじ 継 手 若しく 
は フラン ジ継 手， 又は 溶接 を 用いる。 

3) 燃焼炉 は， 次の よ う な 適切で 強固な 煙突 又は 広い 煙道 と 連結 さ れ， 燃焼 ガス を 送 り 出す ものと する。 

3.1) 煙突 は， 据 付け 後 も 良好な 状態 を 保つ 構造と する。 

3.2) 煙道の 管 又は 台座 は， 適切に 支持され る 構造と する。 

3.3) 自然 通風に 配慮した 煙道 ダンバ 又は 他の 通気 調整 装置 を 設ける。 

3.4) ダンバが 使用され ている 場所に は， 適切な 位置に その 最低 又は 最高点での 制限 装置 を 設ける。 ダ 
ンパの 最低 位置 は， パーナの 最低 出力での 燃焼 空気 量が 得られる よう 調節で きる 構造と する。 ガ 
ス 加熱 式 タイプに 煙道 ダンバ を 接続す る 場合， ダンバが 閉じて いる とき は バ一ナ も 停止す る 構造 
とする。 

4) 多 頭 パーナ 式の フライ ャに は， 炉 内に 十分に ある 二次 空気 及び 供給 ガス に よ つて 作動す る 個々 の大 
気圧 式 元 火 装置 を 備える か， 又は 各 パーナに 電気 火花 式の 点火 装置 を 設ける。 

5) 電気 点火 装置 を 備えた 167.4X10 3 kJ/h を 超える 加熱 能力 を もつ パーナに は， 火炎 検知 装置な どの 保 
護 装置 を 付加して 保護す る。 

6) 高圧 回路 及び 燃料 供給 部の 電源 故障の 場合， バー ナヘの 燃料 供給 と 組み合わ さ れた 電源 部 か ら 生 じ 
る 電気 火花 式 点火 装置への 高圧電流 は， 一斉に 停止す る 構造と する。 

7) 電気 式 点火 装置 を 用いる フライヤ は， 点火 開始 前 及び 停止 後に 炉 内の 燃料 混合 ガス を 排除す る 電気 
制御 を 設けた 構造と する。 

8) 燃料 供給が ライン 圧力で 行われる 場合に は， パーナの 手前の 燃料 管 中に 次の よう な 安全 遮断 弁を設 

ける。 

8.1) 燃料 供給 圧が ライン 圧力 以上になる 場合， パーナ 手前の 燃料 ライン 中に 安全 遮断 弁 を 設ける。 た 
だ し ， 燃料 供給 ライン 中に 他の 自 動 弁 を もち， 圧縮 装置が 停止す る と 燃料が 流れな くなる ように 
した ものに は 適用し ない。 

8.2) 電気 作動の 安全 遮断 弁 は， 非通電 時が" 閉" であるよ うにし， 燃料の 供給 遮断 は 電気 作動に 依存 
しない 構造と する。 

8.3) 安全 遮断 弁が" 閉" 位置に なった 後の 再開 口の 場合に は， 手動 操作 方式と する。 また， 電気 制御 
方式の 場合に も ， 安全 遮断 弁の 再開 口 を 手動で 行 う 回路と する。 

8.4) 手動 式 再 作動 形の 安全 遮断 弁 は， 外部から "開" 位置に ロックで きない 構造と する。 

8.5) 燃焼 用 空気 をブ ロワに よって 供給す る 場合， 空気 供給 不良のと き は， 安全 遮断 弁が 閉じる ように 
インタ ロックさせる。 
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9) 燃料 供給 ラインに は， 手動 操作 式の 主 燃料 遮断 元 弁 を 備える。 

10) すべての ガス パーナで， 167,4X 10 3 kJ/h を 超える 加熱 能力 を もつ もの は， 火炎 作動 式の 安全器 を設 

ける。 また， 火炎 不良に よって 作動す る 安全器の 動作 間隔 は 2 秒 を 超えない ものと する。 安全器に 
よって- 一度 停止した ガス パーナ は， 手動で なければ リセ ッ ト して， パーナの 再起動 をす る こ とがで 
きない 構造と する。 

11) 燃料の 初期 圧力が 燃焼 空気 圧よ り 低い 場合に は， 空気が 燃料 配管に 逆流し ない ことが 望ま しい。 例 
えば， ガス パーナ 式 装置のと き， ガス 圧が 空気 圧より 低い 場合に は， 混合 装置の 手前の ガス 配管 中 
に 逆 止 弁な ど を 設ける。 

12) ガス 供給 圧が フライヤでの 設定 圧より 高めに 設定して ある 場合に は， 次の ガス 圧 調整 器 を 設ける。 

12.1) ガス 圧 調整 器が 用いられ ている 場合， マ 二 ホールドに 送る ガス 圧 は， 最大から 最小に 至る 消費 作 
動 圧の 10 o/o 以内と する。 

12.2) ガス 圧 調整 器 は， ばね 式， おも り 式 又は 圧力 均衡 式の ものと する。 ばね 式 又はお もり 式の もの は， 
適切な ハウジング 内にば ね 又はお もり を 入れる。 おもり 一て こ 式の 調整 器 は， どのような 場合に 
も 用いて はならない。 

12.3) ガス 圧 調整 器の 場合， 大気に 接続して 良好な 作用 を 行わせる ため， 外気に 通気させる 構造と する。 

13) 空気 供給 部に ほこりが たま り， 混合器 及び パーナの 適正な 作動に 支障 を 与える おそれが ある 場合， 
空気 供給 部の 入口に 適正な 空気 圧 フィルタ を 取り付ける。 また， 予備の フィルタ を 準備し， 洗浄 時 
に フィル 夕 を 交換で きる 構造と する。 

14) 各 パーナ は， 燃焼 状態が 確認で きる 点検 用の 点検 窓 を 設ける。 

15) ガス 燃焼 装置 は， JISB8415 の 規定に よる。 

16) ガス 燃焼 方式の 場合 は， 感震 装置 及び ガス 漏れ 検知器 を 設ける。 

17) ガス 配管 系統に 緊急 遮断 弁 を 設け， ガス 圧 異常， 燃焼 異常 及び 異常高温 を 検出して， 緊急 遮断 弁 を 
作動させる 機能 を 備える。 

4.14.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 食品 接触 部の 二つの 面が 交差して できる 面の 角度 は， 90 度 かそれ 以上と し， その 内径 は 3mni 以上の 
丸み を 付けて 滑らかに する。 また， 三つの 面の 交差に よってで きる 隅の 少なく とも 二つの 面の 内径 は， 
6 mm 以上の 丸み を 付けて 滑らかに する。 

b) 固定した 面に 隣接して いて 取り外せない 角 形ダク トは， その 面に シールされ るか 又は 固定 面から 少な 
くと も ダクト 幅の 1/5 の 間隔 を あけて 取り付ける。 ただし， その 間隔 は 50mm 以上と する。 

C) 油 循環 用 配管 は， 分解 • 組 立が 容易に できる よう 継 手 を 用いる。 

d) 外部 排気の ための 煙突， ダクト， フード 及び 天が い 類 は， 外部からの 異物が 入らない ように フィルタ 
を 取り付け， 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と する。 

e) フードと ダクトとの 結合 部に は， フィル 夕 を 設け， 清掃の ための 取扱いが 容易な 構造と する。 また， 
フィルタの 取 付 部 は 油 の 滴下 防止 構造 とする。 

油槽， タンク， 配管 系な ど は， 完全に ドレ ン抜 きがで きる ように 適切な 傾斜 をつ けた 構造と する。 

g) フライヤの 断熱材 は 金属で 覆い， 金属の 継目 はすべ て シールす る。 ただし， 通気 口 は 開いて いても よ 

い。 

h) スライド ドアが ある 場合， スライド ドアの 底 部 ガイド は， 底と 両端が 十分に 開いて いて 排水 及び 清掃 
がで きる 構造と する。 

i) ダク トは， その 接合 部が シールされ ている か 又は その 部分が 取り外せる 構造と する。 
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j) ダク ト は 水が たまる こ とが あるので， 水 抜きが 完全に でき るよう に 据え付け， 水が 製品の 通る 部分へ 

漏れたり， 滴下し ないように 調整す る。 
k) 円筒形 ダクト は， ダクト 及び 隣接 面に 容易に 近づける ように， 固定 面から 間隔 を あけて 取り付ける。 
I) 排水 受け 又は 集 水 受け 器 は， こぼれた 水 又は 水滴 を 全部 集められ るよう 十分な 大きさと する。 また， 

清掃の ために 容易に 接近で きる 力、， 又は 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と する。 
m) フードの 下部に は 油 だまり を 設け， 容易に 清掃が できる 構造と する。 

n) 貯蔵 器 又は ホ ツバに は 上から かぶざる 形の ふた を 設ける。 その ふたが 2 枚 以上から なる 場合 は， 水滴 

などが 滴下し ない 構造と する。 また， ヒンジ 式の ふた は 軸 を 外側に する。 
0) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150mm 以上の すき 間 を 設ける。 
P) 機械と 隣接す る 構築物 及び 排出 用 • 配送 用の コン ベア を 除く 他の 装置との 間隔 は， 最低 900 mm 以上 

とする。 

q) 貯蔵タンク， ホ ツバ， シュート， 排気 煙突な ど は， 装置の 清掃 • 点検 を 妨げない ように 設置す る。 

4.15 かに 風味 かまぼこ 用 シート 加熱 機 

4.15.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 駆動装置 は 内蔵す る 力 \ 又は 外部に 設ける 場合 は， 駆動 部 全体 を 覆う 保護 ガード （JISB 9700-2 の 5.3 
参照） を 設け， 作業 者に 危険の ない 構造と する。 

b) ジュール 式 加熱 機に は， 感電から 作業 者 を 保護す る 対策 を 設ける （JISB9960-1 の 6. 参照)。 

C) ジュール 式 以外の 加熱 機 は， 加熱 温度が 最大と なる 過 加熱 を 防止す るた め， 加熱 部内に 入る 蒸気圧 力 
の 最大値と， 蒸し 室内の 許容 最大 温度 を 制御す る 装置 を 設ける。 

d) 電極 ローラに は 保護 ガード （JIS B 9700-2 の 5*3 参照） を 設ける。 

e) 水が かか るお それの ある 電気 制御 操作盤の ェ ン クロージャ は， J1S B 9960-1 の 12.3， 及び JIS C 0920 

に 従い 適切な 保護 等級と する。 

f) 電動機 は， 機械の フレーム 内部に 納める 力、， 又は 外部に 露出す る 場合 は， J1S B 9960- 1 の 15. の 規定 

による。 

4,15.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 食品 接触 部の 二つの 面が 交差して できる 面の 角度 は， 90 度 かそれ 以上と し， その 内径 は 3mm 以上の 
丸み を 付けて 滑らかに する。 また， 三つの 面の 交差に よってで きる 隅の 少なく とも 二つの 面の 内径 は， 
6 mm 以上の 丸み を 付けて 滑らかに する。 

b) ジュール 式に 用いる 食品が 接触す る 布 ベルト は， 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と する。 
C) 履 帯の プレート 継目 は， 容易に 洗浄で きる 構造と する。 

d) 床 か ら の 水の 跳ね返 り を 防 ぐた め， ステンレス ベルト 及び キ ャ タビラの リターン 部と 床と の 間 は， 250 
mm 以上 離れる 構造と する 力、， 又は カバー を 設置す る。 

e) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150mm 以上の すき 間 を 設ける。 
4.16 自動く し 抜き 機 

4.16.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 駆動装置 は 内蔵す るか， 又は 外部に 設ける 場合 は， 駆動 部 全体 を 覆う 保護 ガード （J1S B 9700-2 の 5.3 

参照） を 設け， 作業 者に 危険の ない 構造と する。 

b) ばい 焼 機に 連結す る 自動く し 抜き 機の 駆動 連結 部に ある 駆動 伝動 部に は， 保護 ガード （J1S B 9700-2 
の 5.3 参照） を 設け， 作業 者の 手指が 危険 箇所に 到達し ない 構造と する。 

C) くし 抜き 後の 竹輪 を 取り出す とき， くし 抜き 部で 直接 取り出せない 構造と する。 また， くし 抜き 部に 
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取 出し コン ベア を 設置して， 作業 者が 危険 箇所に 接近す る ことなく， 安全な 位置で 竹輪 を 取り出せる 
構造と する。 

d) く し 抜き 部に は 保護 ガード （JISB 9700-2 の 5.3 参照） を 設け， 作業 者の 手指が 巻き込まれない 構造と 
する。 

e) 自動く し 抜き 機の クラッチの "0N"， "OFF" レバー は， 容易に 調節で きる ようにし， かつ， 作業 者が 
不用意に 接触す る ことのない 箇所に 設置す る。 

自動く し 抜き 機 は， 位置が ずれたり 振動が 生じない ようにば い 焼 機に 強固に 取り付ける。 

g) 水が かかる おそれの ある 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び JISC 0920 

に 従い 適切な 保護 等級と する。 

h) 電動機 は， 機械の フレーム 内部に 納める 力、， 又は 外部に 露出す る 場合 は， JIS B 9960-1 の 15. の 規定 

による。 

4.16.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 食品 接触 部の 二つの 面が 交差して できる 面の 角度 は， 90 度 かそれ 以上と し， その 内径 は 3nim 以上の 
丸み を 付けて 滑らかに する。 また， 三つの 面の 交差に よってで きる 隅の 少な く と も 二つの 面の 内径 は， 
6 mm 以上の 丸み を 付けて 滑らかに する。 

b) 軸受部 は， 油が 漏れて 食品 接触 部に 滴下し ない 構造と する。 

C) 竹輪 取 出し コン ベアの ベルト は， 清掃の ために 移動 又は 取 外しが できる 構造と する。 

d) 電動機， 伝動 部， 軸受 部な ど は 非 食品 接触 部に 設置し， 食品が 直接接触し ないように 十分な 距離 を 取 
り， 清掃が できる 構造と する。 

e) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150mm 以上の すき 間 を 設ける。 
4.17 細 断 機 

4.17.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 駆動装置 は 内蔵す るか， 又は 外部に 設ける 場合 は， 駆動 部 全体 を 覆う 保護 ガード （JISB 9700-2 の 5.3 
参照） を 設け， 作業 者に 危険の ない 構造と する。 

b) 口 一 ル式細 断 刃 部分に は， 内部の 見える インタ 口 ック 装置 を 備えた 保護 ガー ド (JIS B 9700-2 の 5.3 
参照） を 設け， 作業 者の 身体 又は 手指が 危険 箇所に 到達し ない 構造と する。 

C) 水が かかる おそれの ある 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び JISC 0920 
に 従い 適切な 保護 等級と する。 

d) 電動機 は， 機械の フレーム 内部に 納める 力、， 又は 外部に 露出す る 場合 は， JIS B 9960-1 の 15. の 規定 
による。 

e) キャス 夕が 付いていない 非 固定 式の 場合， 水平面から 最も 好ま し く ない 方向に 10 度 傾けても， 機械が 
水平に 戻る 構造と する。 

f) キャス 夕 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 

g) 機械が e) 又は f) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 
る。 

4.17.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 食品 接触 部の 二つの 面が 交差して できる 面の 角度 は， 90 度 かそれ 以上と し， その 内径 は 3mm 以上の 
丸み を 付けて 滑らかに する。 また， 三つの 面の 交差に よってで きる 隅の 少なく とも 二つの 面の 内径 は， 
6 mm 以 上 の 丸 み を 付けて 滑らかに する。 

b) 軸受部 は， 油が 漏れて 食品 接触 部に 滴下し ない 構造と する。 
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c) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機 «a ま 床 面から 150mm 以上の すき 間 を 設ける。 
4.18 切断機 

4.18.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 駆動装置 は 内蔵す るか， 又は 外部に 設ける 場合 は， 駆動 部 全体 を 覆う 保護 ガード （JIS B 9700-2 の 5.3 
参照） を 設け， 作業 者に 危険の ない 構造と する。 

b) ナイ フ 部に は， 内部の 見え る インタ 口 ック 装置 を 備えた 保護 ガー ド （JiS B 9700-2 の 5.3 参照） を 設け， 
作業 者の 手指が 危険 箇所に 到達し ない 構造と する。 

C) 水が かかる おそれの ある 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び JIS C 0920 
に 従い 適切な 保護 等級と する。 

d) 電動機 は， 機械の フレーム 内部に 納める か， 又は 外部に 露出す る 場合 は， JIS B 9960-1 の 15. の 規定 
による。 

e) キャス タが 付いていない 非 固定 式の 場合， 水平面から 最も 好ましくない 方向に 10 度 傾けても， 機械が 
水平に 戻る 構造と する。 

f) キャス タ 付きの 非 固定 式の 場合， ロック 装置 を 設ける。 

g) 機械が e) 又は f) に 適合で きない 場合に は， 機械 を 固定し， 固定 位置での 強度 を 取扱説明書に 明記す 

る。 

4.18.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 食品 接触 部の 二つの 面が 交差して できる 面の 角度 は， 90 度 かそれ 以上と し， その 内径 は 3 mm 以上の 
丸み を 付けて 滑らかに する。 また， 三つの 面の 交差に よってで きる 隅の 少なく とも 二つの 面の 内径 は， 
6 mm 以上の 丸み を 付けて 滑らかに する。 

b) 軸受部 は， 油が 漏れて 食品 接触 部に 滴下し ない 構造と する。 

C) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150mm 以上の すき 間 を 設ける。 
4.19 冷却 機 

4.19.1 安全 要求 事項 安全 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 冷却 機に は， 冷媒 液の 漏れが なく， 十分な 被覆な どの 防護 を 施した 配管 を 行う。 

b) ファンに は， 保護 ガード （JIS B 9700-2 の 5.3 參照） を 設ける か， 又は 十分な 距離 （JIS B 9700-2 の 4.2 

參照） を 保ち， 作業 者の 手指が 危険 箇所に 到達し ない 構造と する。 
C) 設置 場所の 状況に 応じて， 常に 水平に 近い 安定した 状態 を 保持で きる ように， アジャスト ボルトな ど 
を 取 り 付ける （JIS B 9700-2 の 5.2.6 参照） 。 

d) 水が かかる おそれの ある 電気 制御 操作盤の ェン クロージャ は， JIS B 9960-1 の 12.3， 及び J1S C 0920 
に 従い 適切な 保護 等級と する。 

e) 電動機 は， 機械の フレーム 内部に 納める 力、， 又は 外部に 露出す る 場合 は， JIS B 9960-1 の 15. の 規定 
による。 

4.19.2 衛生 要求 事項 衛生 要求 事項 は， 次に よる。 

a) 食品 接触 部に おける バ 一チェーン， ネット コン ベア， コン ベア ベルトな どの 搬送 機能 部品， 及び これ 
に 関連す る 部品 は ， 容易 に 蒸気 又 は 熱湯で 洗浄で きる 構造と する。 

b) 食品 接触 部の 二つの 面が 交差して できる 面の 角度 は， 90 度 かそれ 以上と し， その 内径 は Smm 以上の 
丸み を 付けて 滑らかに する。 また， 三つの 面の 交差に よってで きる 隅の 少な く と も 二つの 面の 内径 は， 
6 mm 以上の 丸み を 付けて 滑らかに する。 

C) 冷却 機内 部 は， 食品の くず 及び 油 かすが 落下して たい （堆） 積したり， 付着す るの を 防ぐ 構造と する。 
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d) 冷却 機内 部 は， 容易に 排水で きる 構造と する。 

e) 機械に は， 点検， 調整 及び 清掃 を 容易に する ため， 必要 箇所に 点検 窓 を 設ける。 

D かびな どの 発生 を 防止 する ため， 外壁に は 結露が 発生 しないよう 断熱材 を 用いる。 

g) 熱交換器 及び こ れに 関連す る 部分 は 容易 に 清掃で きる 構造と する。 

h) 冷却 機内に 空気 を 取り入れる 口に は， フィルタ を 取り付け， 虫， 小 動物な ど 外部から 異物が 侵入で き 
ない 構造と する。 また， その 交換 及び 清掃 時の 衛生 確保に 必要な 事項 を 取扱説明書 などに 明記す る。 

i) 通風 ダクト を 設置す る 場合， 通風 ダクト は， 容易に 取り外して 清掃が できる 構造と する。 
j) 床に 密着して 設置され る 場合を除き， 機械 は 床 面から 150nim 以上の すき 間 を 設ける。 

k) 電動機， 伝動 部， 軸受 部な ど は 非 食品 接触 部に 設置し， 食品が 直接接触し ないように 十分な 距離 を 取 
り， 清掃が できる 構造と する。 
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関連 規格 JIS B 0651 製品の 幾何 特性 仕様 (GPS) — 表面 性状 ： 輪郭 曲線 方式 一 触 針 式 表面 粗 さ 測定 機の 特 
性 

JIS B 9702 機械 類の 安全性 一 リスク アセスメントの 原則 
JISB9703 機械 類の 安全性 一 非常 停止 一 設計 原則 

JISB9707 機械 類の 安全性 一 危険 区域に 上肢が 到達す る こ と を 防止す るた めの 安全 距離 
JIS B 9708 «ti 頓の 安全性 一 危険 区域に 下肢が 到達す る こと を 防止す るた めの 安全 距離 
JIS B 9709-1 類の 安全性 一 機械 類 か ら 放出 される 危険物 質に よ る 健康への リスク の 低減 

一 第 1 部 ： 機械 類 製造者の ための 原則 及び 仕様 
JIS B 9709-2 機械 類の 安全性 一 機械 類 か ら 放出され る 危険物 質 による 健康への リスク の 低減 

一 第 2 部： 検証 手順に 関する 方法論 
JIS B 9711 機械 類の 安全性— 人体 部位が 押 しつぶ される こと を 回避す る ための 最小す き 間 
ISO 13851 Safety of machinerv— iwo-hana control devices — Functional aspects and aesign principles 
ISO 13855 Safety of machinery — Positioning of protective equipment with respect to the approach 

speeds of parts of the human body 
ISO 14119 Safety of machinery — Interlocking devices associated with guards — Principles for design 

and selection 

ISO 14120 Safety of machinery ― Guards ― General requirements for the design and construction of 
fixed and movable guards 

EN 547-1 Safety of machinery ― Human body measurements ― Part 1 : Principles for determining the 

dimensions required for openings for whole body access into machinery 
EN 547-2 Safety of machinery — Human body measurements ― Part 2 : Principles for determining the 

dimensions required for access openings 
EN 563 Safety of machinery ― Temperatures of touchable surfaces — Ergonomics data to establish 

temperature limit values for hot surfaces 
EN 614-1 Safety of machinery ― Ergonomic design principles — Part 1 : Terminology and general 

principles 

EN 1127-1 Explosive atmospheres ― Explosion prevention and protection ― Part 1 : Basic concepts 
and methodology 

EN 1672-1 Food processing machinery ― Basic concepts — Part 1 : Safety requirements 
EN 1672-2 Food processing machinery — Basic concepts — Part 2 : Hygiene requirements 
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水産 加工 機械 の 安全 及 び 衛生 に関する 設計 基準 

解説 



こ の 解説 は， 本体に 規定した 事柄 及び これに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 規格 の 一部 で は ない。 
この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集 • 発行す る もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団 法 
人 日 本 規格 協会へ お願い します。 

1. 制定 • 改正の 趣旨 及び 経緯 

1.1 今回の 改正の 趣旨 食品 加工 機械の JIS は， 1988 年から 1990 年に かけて JIS B 9650 (食料品 加工 
機械の 安全 及び 衛生に 関する 設計 基準 通則） を はじめと する 8 種類の 細則 か ら なる シ リ ーズ と し て 定め ら 
れた。 しかし， これらの 規格 は 制定から 10 年 以上 経過して おり， この間， 機械の 安全-衛生に 関する 幾つ 
かの LSO 規格 案が 公表され るな ど， 世界的に 安全 衛生 化に 関する 認識が 著しく 変化して いる ことから， こ 
の 規格 を 早急に 国際的な レベルに 合わせる ことが 必要と なった。 そのため， 社団法人 日本食 品 機械工業 会 
では， 1998 年から 団体 規格 を 参考に 食品 加工 機械の JIS 改正に 取り組み， 翌 1999 年に は 通則で ある JISB 
9650-1, -2 の 改正 原案 を 作成した。 この 通則の 改正 原案 は， 項 立てから 見直し を 行い 全面 改正と なった こ 
と 力、 ら， 本体の 1. で 規定して いると おり， 通則 を 拡張し 補完す るた めに 定められ ている この 規格 を はじめ 
とする 各 細則 を， 通則との 整合 化 を 図る ために， 早期に 改正す る 必要性 をかん がみ， 改正 を 行った もので 
ある。 

したがって， この 規格 は， 水産 加工 機械に 関する 要求 事項 を 定めて いる 力、 同時に JIS 8 9650-1 (食料 
品 加工 機械の 安全 及び 衛生に 関す る 設計 基準 通則 一 第 1 部 ： 安全 設計 基準) 及び JISB 9650-2 (食料品 加 

ェ 機械の 安全 及び 衛生に 関する 設計 基準 通則 一 第 2 部： 衛生 設計 基準） に 定める 各 要求 事項 を 満たして い 
る ことが 必要で ある。 また， この 規格に おいて 扱って いない その他の 水産 加工 機械に は， JISB9650-1， -2 
に 定める 要求 事項が 適用され る。 
1.2 改正の 経緯 

1.2.1 改正の 基本 方針 1999 年から 2003 年に かけて 社団法人 日本食 品 機械工業 会 は， 食料品 加工 機械 業 
界， 食品 業界， 学識経験者 からなる "JISB 9654 改正 特別委員会" を 設けて， JISB9650- 1， -2 との 整合 化 

を 図る こと を 第一の 目的と し， 改正 原案の 作成 を 行った。 改正に 当たって は， 次の 基本 方針 を とりまとめ 

た。 

a) JISB 9960-1, JIS B 9650-1, 2 及び ISO 12100-1， -2 において 既に 定めて いる 要求 事項と 重複して いる 
もの は， 例外 を 除きす ベて 削除 するとと も， に 要求 事項の レベル を 合わせる などの 整合 化 を 図る もの 
とする。 

b) 社団法人 日本食 品 機械工業 会が， 1995 年から 1997 年までの 3 年間に わたり 作成した 業界 基準で 定め 
る 要求 事項に ついても 検討 を 行い， 可能な もの は 改正案へ 取り入れる ものと する。 

C) 欧米諸国の 同じ 機種に ついて 定めた 主な 規格の 要求 事項と 比較し， 安全 • 衛生 性の 向上に 必要と 思わ 
れる ものに ついては， 可能な 範囲で 取り入れる ものと する。 
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1.2.2 審議の 経過 1999 年 4 月に "JIS B 9654 改正 特別委員会" を 設け ると ともに WG を 設置 して 具体 

的な 改正 作業に 取り組んだ。 2003 年 3 月に は WG から 提案され た JIS 改正案が 本 委員会に おいて 審議され 
承認され た。 

1.2.3 主な 改正 点 主な 改正 点 を 次に 示す。 

a) この 規格の 様式 は， J1SZ8301:2000 (規格 票の 様式） に 従って， 変更した。 

b) 関連 規格と して 参考 規格 を 整理して 記載した。 

C) この 規格で 設計 基準 を 規定す る 水産 加工 機械に， "フロー ズン 'カツ 夕， スクリュー プレス， ミキ サ， 
カバ こ 風味 かまぼこ 成型 機， 力、 に 風味 かまぼこ 用 シート 加熱 機， 自動く し 抜き 機， 細 断 機 及び 切断機" 
の 8 機種 を 新たに 追加した。 

d) "成形 機" として まとめて いた 機械 は， 近年 多様化が 進んだ ことから "竹輪 成形 機， 板 付 かまぼこ 成 
形 機 及び 揚げ かまぼこ 成形 機" と それぞれ 項 立てし， 更に 成形 機と して "かに 風味 かまぼこ 成形 機" 
を 新たに 追加した。 

e) "加熱 装置" として まとめて いた 機械 は， 近年 多様化が 進んだ ことから "竹輪ば い 焼 機， かまぼこ 蓊 
機 及び 揚げ かまぼこ 用 フライヤ" と それぞれ 項 立てし， 更に 加熱 装置と して "ステンレス ベルト 式 加 
熱 機， 履 帯 式 加熱 機， ドラム 式 加熱 機 及び ジュール 式 加熱 機" を "かに 風味 かまぼこ 用 シート 加熱 機" 
と して まとめ， 新たに 追加した。 

f) JIS B 9960-1, JiS B 9650-1, -2 及び ISO 12100-1 ， -2 において 定められ ている 要求 事項と 重複す る 内 
容 のうち， 特定 部位が 指定され ている 事項 を 除き， すべて この 規格から 削除した。 

2. 審議 中 特に 問題と なった 事項 審議 中に 特に 問題と なった 事項 は， 次に よる。 

a) JIS B 9960-1, lis B 9650-1, -2 及び ISO 12100-1， -2 と 重複す る 事項の 例外的な 取扱い 引用 規格と 
して 記載した J1SB 9960-1， J1SB 9650-1, -2 及び ISO 12100-1， -2 に 既に 規定され ている 要求 事項 は， 
この 規格から 削除す る こと を 基本 方針と している 力、 ある 箇所 を 特定して 述べて いるものに ついては， 
これらの 規格 を 補足す る ものであると し， 削除せ ず 残す こと とした。 

3. 適用 範囲 この 規格の 引用 • 参照の 関係 は， JIS 相互の 間ば かりで はな く ， JIS • 団体 規格 • 社内 規格 

の 三者の 間で も 同様で ある。 したがって， 団体 規格 及び 社内 規格に もで ぎる だけ この 規格 を 準用す る こ と 
が 望ましい。 

4. 各 構成要素の 内容 

4.1 定義 （本体の 3.) 箇条の 題名 を JISZ 8301:2000 (規格 票の 様式） にしたがって "用語の 意味" か 
ら "定義" に 改めた。 

用語に はこの 規格から 新たに 追加した" フロー ズン 'カツ 夕， スクリュー プレス， ミキ サ， カバ こ 風味 か 
ま ぼ こ 成型 機， 力、 に 風味 かまぼこ 用 シート 加熱 機， 自動く し 抜き 機， 細 断 機 及び 切断機" の 8 用語 を 追加 
し， そのほかの 用語 も 含めて 実際の 製造 ライ ンの 工程に 合わせて 並び 替え を 行った。 

4.2 機種 別の 安全 及び 衛生 要求 事項 （本体の 4.) 箇条の 題名 を JIS B 9650-1, -2 に 合わせ "機種 別の 安 

全 及び 衛生 対策" を "機種 別の 安全 及び 衛生 要求 事項" に， また "安全対策" は "安全 要求 事項"， "衛生 
対策" は "衛生 要求 事項" に それぞれ 改めた。 
4.3 各種 安全 要求 事項 
4.3.1 保護 ガード 
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4.3.1.1 保護 ガードに は， 固定 式 ガード， 可動 式 ガード， 調整 式 ガード， インタ ロック 付き ガード， 施錠 
式ィ ン タロッ ク 付き ガー ド 及び 制御 式 ガー ドがぁ り ， ガー ドの 種類が 指定され ている 場合 は， ISO 12100-1 
の 3.25 の 定義が 適用され る。 また， 本体で 設置 箇所の ほかに ガードの 種類 を 特に 明記して いない 場合 は， 
その 機械に 対する リスク アセスメントに 基づき （ISO 12100-2 の 5.2 参照）， その 構造に 最も 適切な ガード 

を 選択す る ことが 必要で ある。 

4.3.1.2 格子 状の 保護 ガー ドを 使用す る 場合 は， 個々 の 機械の 構造に よって 許容で きる すき 間 は 異なる。 
したがって， このような ガード を 取り付ける 場合 は， JiS B 9707 (機械 類の 安全性— 危険 区域に 上肢が 到 
達する こ と を 防止す るた めの 安全 距離)， JIS B 9708 (機械 類の 安全性— 危険 区域に 下肢が 到達す る こ と を 

防止す るた めの 安全 距離） によって 安全 距離に ついて 定められて いるので， 参考と されたい。 また， その 
他の ガードで あっても， 危険 箇所と ガードの 間に どうしても すき 間が 生じる 場合 も， 許容され るすき 間の 
寸法 を ， 前記 二 つの 規格 を 參考 に 検討す る 必要が あ る 。 

4.3.2 回転 電気 機械 (電動機)， 電気 機械 器具の 保護 等級 水な どの 液体に よる 洗浄が 予想され る 水産 加 
ェ 機械の モータな どの 回転 電気 機械， 及び 電気 制御 操作盤 並びに エン クロージャな どの 電気 機械 器具の 保 
護 等級 は， それぞれ JISC 0920 [電気 機械 器具の 外郭に よる 保護 等級 （IP コード）]， JIS C 4034-5 (回転 
電気 機械— 第 5 部 ： 外被 構造に よる 保護 方式の 分類） において 規定され る IP コード を 用いて 表して いる。 
試験 方法 も これらの 規格に 定められて いるので， 参考と されたい。 JISC4034-5 において 回転機に よく 使 
用され る 保護 方式と して， IP コードの 等級 分類が 解説 表 1 のように 示されて いる。 



解説 表 1 IP コード 
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4.3.3 通常の 作業に 危険の ない 構造 機械の 設計 *開 発の 段階で 実施され る リスク アセスメント （ISO 
12100-1 の 5. 参照） において， 誤った 作業 を 含めた 作業 者が 取りうる すべての 作業 を 検証し， 存在す る危 
害 を 被る リスク が, 適切 な リスク ま で 低減が は かられて いる 構造 を 意味す る。 

4.3.4 安全， かつ， 容易に 行える 構造 本体で 規定す る "安全， かつ, 容易に 行える 構造" は， 作業 者が 

取扱説明書な どに 指定され る 方法に よって 部品の 取 外し 及び 取 付 作業 を 行う 場合， その 行為が リ ス ク の增 
加に つな （繁） 力 S ら ない 構造 を 意味す る。 
4.4 各種 衛生 要求 事項 

4.4.1 容易に 清掃で きる 構造 汚染 物が 奨励され る 清掃 方法に よって， 容易に 除去され る 構造 を 意味す る。 
4.4.2 簡単な 工具 簡単な 工具と は， ドライバー， レンチ， スパナな ど を 意味す る。 
4.4.3 容易に 取 外し （分解） できる 構造 手 又は 簡単な 工具で 取 外し 及び 分解が できる 構造 を 意味す る。 
4.4,4 容易 に 接近で きる 構造 工具 を 使用し ない で 見た り 触れた りで きる 構造 を 意味す る 。 



解 4 



^作 ills により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 



24 

B 9654 ： 2005 解説 

5. 原案 作成 委員会の 構成 表 原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 
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★ 内容に ついての お 問合せ は， 規格 開発部 様 準 簾 [FAX(03P405-554 \ TEL(03)5770- 1 57 1 ] へ ご 連 

絡く ださい。 

女ぉ5規格票の1^:?1：7:がダ£けされた^；^^は， 次の 要領で ごお 内いた します。 

(1) 当 会- ズ M 了の 月刊 rt£ "t ま 準 化 ジャーナル" に， 正 の 内容 を揭槭 いたします。 

(2) 原則として 毎月 第 3 火曜日に， "日経 産業 新聞" 及び "日刊 工業 新 M" のお S 発行の 広告欄 
で, 正 狭 票が 発行され た JIS 規格 番号 及び 規格の 名称 をお 知らせいた し ます。 

なお， 当 協会のお S 予約者の 方に は， 予約され ている 部門で 正誤 黎カ 《発行され た 場合， 自動 

的に お送りい たします。 

★J1S 跳, ご注文 は， 及' jf ，邰力 ス 夕 マーサ一 ビ ス 『aJ [TEL(03)3583-8002 FAX(03)3583-0462] 

乂は下 lis の 当 協会 各 支部に おきましても ご注文 を 承って おり ま すので， お 申込み ください。 
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